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【要 約】都有施設における省エネ対策の実施状況の把握と省エネバリア（阻害要因）の推定を目的として、延

床面積 1,000 ㎡以上の 1,104 施設に対しアンケートを実施した。アンケートの結果、運用改善施策については

「トラブル・不具合の恐れ」、「職員の関心の低さ」、「基礎情報の不足」が、設備導入施策については「導入費用」、

「対策の優先度の低さ」、「部門間調整の手間」が主要な省エネバリアとなっていることが明らかとなった。 

************************************************************************************************** 
【目 的】 
 都内におけるエネルギー消費量と温室効果ガスを削減するためには、事業者としての東京都自らの取組が重

要である。しかし都有施設の中でも、特に中小規模施設では必ずしも省エネが順調に進んでいるとはいえない状

況にある。そこで本研究では、都有施設における省エネを推進するため、都有施設の省エネ対策の実施状況の把

握と、省エネバリア（省エネ対策の阻害要因）の推定を目的としたアンケートを実施した。 
【方 法】 
(1) 調査対象等 

延床面積 1,000 ㎡以上の 1,104 施設を対象とし、2019 年７月に実施した。原則として施設管理担当者に回答

を求めた。なお、アンケート対象施設数は都有施設全体の約３割であるが、延床面積では 96.6％、エネルギー

消費量では 95.2％を占める。 
(2) アンケート項目および内容 
ア）エネルギー管理状況 
「事業所名」、「職員数」、「１日の来客数」、「エネルギー管理担当者の有無・職種」、「エネルギー管理に関する

会議開催の有無」、「エネルギー設備の投資回収年数設定の有無」、について回答を求めた。 
イ）省エネ対策の実施・導入状況 
「A 照明照度の低減」、「B 室温の変更」、「C 外気取込量の適正化」、「D 照明設備の LED 化」、「E 空調設備の

更新」の五つの主要な省エネ対策に関する実施・導入状況について、選択式での回答を求めた。なお、A、B、

C は運用改善対策、D、E は設備導入対策として位置付けられるものである。 
ウ）省エネ対策ごとのバリア 

前記 A から E の省エネ対策それぞれについて、施設管理担当者がその導入を阻害していると思う要因（省エ

ネバリア）を１位から３位まで選択することを求めた。選択肢となる省エネバリアは 10 項目とし、選択肢の番

号が大きくなるほど解決が困難なバリアとなるように設定した。 
【結果の概要】 
(1) 有効回答数は 263、回答率は 23.8％であった。 
(2) エネルギー管理状況および省エネ対策の実施・導入状況について 
主な回答結果は、次頁の表１および表２に示すとおりである。 

(3) 省エネ対策ごとのバリアについて 
 施設管理担当者によって１位から３位まで選択された省エネバリアについて、ボルダ方式による得点化（１位

３点、２位２点、３位１点）を行い集計した（表３）。この結果、A、B、C の運用改善対策については「トラブ

ル・不具合の恐れ」、「職員の関心の低さ」、「基礎情報の不足」、「対策の優先度の低さ」が、D、E の設備導入対

策については「導入費用の高さ」、「対策の優先度の低さ」、「部門間調整の手間」が主要な省エネバリアとなって

いることが示された。 
影響度を得点化することにより、これまで経験論的に語られていた「運用改善は情報不足やトラブルの恐れ、

設備導入は資金不足が大きな省エネバリアである」という通説を、定量的にも支持する結果が得られた。加え

て、運用改善対策、設備導入対策問わず全ての対策で「優先度の低さ」が主要なバリアとして挙げられることか

ら、省エネ対策自体の優先順位が低いことが明らかとなった。 
今回の結果を踏まえ、今後は部局別、施設用途別に省エネバリアの詳細を明らかにし、公共施設における省エ

ネの推進を後押しする効果的な施策の検討を行う予定である。 
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表１ エネルギー管理状況に関する設問および回答結果 

表２ 省エネ対策の実施・導入状況回答結果（数値は割合） 

表３ 省エネ対策と省エネバリアの関係（数値はボルダ得点） 

QQ..11 ..「「貴貴事事業業所所でではは、、業業務務ととしし
ててエエネネルルギギーー管管理理をを担担当当さされれ
てていいるる方方ははいいまますすかか」」

回答数
割合
（％）

1.はい 151 57.4%
2.いいえ 98 37.3%
3.わからない 7 2.7%
4.未回答 7 2.7%

QQ..22 ..「「QQ..11でで『『ははいい』』とと答答ええたた方方
ににおお尋尋ねねししまますす。。担担当当者者のの職職
種種をを教教ええててくくだだささいい」」

回答数
割合
（％）

1.事務 63 24.0%
2.技術 71 27.0%
3.その他 14 5.3%
4.未回答 3 1.1%

QQ..33 ..「「貴貴事事業業所所でではは、、エエネネルル
ギギーー管管理理にに関関すするる会会議議はは開開催催
さされれてていいまますすかか」」

回答数
割合
（％）

1.はい 93 35.4%
2.いいえ 148 56.3%
3.わからない 5 1.9%
4.未回答 17 6.5%

QQ..44 ..「「貴貴事事業業所所ででははエエネネルル
ギギーー設設備備のの投投資資回回収収年年数数をを設設
定定ししてていいまますすかか」」

回答数
割合
（％）

1はい 34 12.9%
2いいえ 99 37.6%
3わからない 110 41.8%
4未回答 20 7.6%

省エネバリア／省エネ対策
A

照明照度
低減

B
室温変更

C
外気取込量
適正化

D
照明設備
LED化

E
空調設備
更新

①基礎情報不足 178 121 210 123 148
②導入手順不足 171 117 209 122 115
③価格重視 ― ― ― 105 87
④職員低関心 151 242 99 45 31
⑤トラブル・不具合＆反発 196 348 84 44 31
⑥導入費用大 107 92 101 329 326
⑦人手・時間不足 94 81 89 146 141
⑧部門間調整の手間 102 94 61 177 164
⑨人事異動 112 123 85 56 61
⑩優先度低 185 165 142 223 243

省エネ対策／実施導入状況
1

全導入
2

部分導入
3

未導入

4
物理的に
導入不可

5
導入状況
不明

A.照明照度の低減 24.3% 35.5% 19.3% 7.7% 13.1%
B.室温の変更 46.7% 31.7% 12.0% 6.2% 3.5%
C.外気取込量の適正化 22.5% 17.8% 25.6% 11.6% 22.5%
D.照明設備のLED化 19.2% 46.2% 25.8% 6.5% 2.3%
E.空調設備の更新 22.3% 29.6% 31.9% 10.8% 5.4%
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